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ECの言語政策
-英国を中心に-

山田 伸明

1.はじめに

1990年1月からEC内でIingua prOgramme実施された(1)この計画はEc

加盟国の主要な言語11か国語の言語教育を奨励しこの地域における英語支

配の危険性を防ごうとする意図がある。この計画をはじめ, Ec議会等で出

された言語政策に関連した指令(Directive)や決定(Decision)等を検討

しその背後にある理念とその問題点を検討したいo　さらに, ECは, ll+1

の国からなるという場合に,その1にあたる国である英国の少数言語政策

の現状も検討するo英国は,他のecuか国より独立的な態度をとり,時に

は, Ec議会の決定に従わなかったり,議案に反対の態度を取ることが多い

のでこう愉えられるo　また,このような英国の態度は,家は接しているが

厚い壁にしきられている準独立家屋(semi-detachment house)に愉えられ

ることがあるo　それはさておき,英国の言語政策を検討するのは,世界は

英語に支配されているとよくいわれるが,その英語の本家である英国にお

いてどのような少数派に対する言語政策が取られているかを知るためであ

る。

今回の検討から明らかになったのは以下の点であるIinguaprogramme

等EC内の決定ならびに指令等,あるいは,ヨーロッパ21か国で行われた決

議からは,国と国との間, EC域内と域外,ヨーロッパ内とそれ以外との間

に三層の壁があることがわかったo　さらに,少数派言語に対する政策と,
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英国内の少数派言語政策の検討から, Ec内の土着の少数言語とそうでない

言語との間にも壁があるといえるo　また,英国内少数言語政策に微妙に英

語至上主義が影響を与えているとも思えるo以上のような点を以下で具体

的に述べて行きたいo

2. 1ingua programme

2. 1　内　　　容

ヨーロッパ統合のためには,域内での,経済・市場活動の円滑化,相互

理解の促進,労働者の移動の自由の保証の実現等が必要になってくるo　こ

れらの目標を言語面から補助するために作られたのがこの計画であるo　こ

の計画では,域内の言語の多様性を認め,外国語教育と学習を奨励してい

るo元来の公用語・作業語であるデンマーク語,オランダ語,英語,フラ

ンス語,ドイツ語,ギリシャ語,イタリア語,ポルトガル語,スペイン語

の9か国語に加え,アイルランド語とルクセンブルグのレッツェブルグ語

(Letzeburgesch)がその対象語とされ,それ以外の言語は対象外であるo

この計画で繰り返し強調されている点は,最も使われることが少ない言語

の教育を促進するということであるo　しかし,この計画で最も使われるこ

とが少ない言語とはレッツェブルグ語とアイルランド語のことで他の域内

の少数言語や移民の言語は問題にもされていないということが条文からう

かがえるo

この計画の条文とその付則からもうかがえるが,林(1990)によれば,

国境を越えた大学間の協力と学生の交換をめさすErasums,国境を越えた

大学・産業間の協力のためのCommet,加盟国間の青年交換計画であるYouth

forEuropeprogrammeというすでに実行されている計画等を促進するのが

この計画の目標である　Coulmas (1991)によれば, lingua programmeは

1974年頃から検討されはじめたo　検討途中の1980年代には母国語以外に二

か国語の運用能力を義務教育段階で身につけることも条文にもり込もうと
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ECの言語政策-英国を中心に-

されたということであるo　しかし,林(1990)によれば,母国語以外の二

か国語学習という条件は,この計画の原案にはあったが最終的には,削除

されたo

さて,この計画の5条と6条をみると,そこにうたわれている土とは,

主にEC住民の言語能力の向上と,その目的を達成するための学生,教師の

訓練ならびに教材開発であるc Coulmas (1991)は,この計画の目標を以

下の5点にまとめているo

(1) continuing training of foreign language teaсhers, (2) university

cooperation to promote the learning of foreign languages, (3) the

development of foreign language teaching and learning in economic

life, (4) the development of educational exchanges for young people

within the Community, (5) the promotion of innovation for the

imprOVement of the teaсhing and learning of foreign languages. (p.

20)

これ自体は理想的であるといえるが,条文・付則の各所に,その国の教

育制度ならびに実情に合わせて(in the context of possibilities of their

educationandtraining)という但し書きがあるoこのことから,この計画

がEc内各国の妥協の産物であるということがうかがえるoしかし, 10条に

もあるように, 1990年から2億エキューの予算で5年計画で実施されたこ

の計画は今までヨーロッパ以外の地域ではみられないものであるo

ここで付則を参考にし,どのようなことをこの計画が行おうとしている

かをみるo措置(aсtion) 1は初等・中等教育を,措置2は大学教育,措置

3は企業における教育,措置4は青少年を対象にした域内の外国語教育に

関する規定であるo　さらに,措置5には,この計画を実現するための機関

のネットワーク作りに関する方策が述べられているo　いずれの措置にも資

金援助計画が述べられているが,措置1では,主に,初等・中等教育機関

において外国語教育に携わる人の,その言語が使われている現地での訓練
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計画を促進し教師のコミュニケーション能力の高めるということが規定さ

れているo大学を対象にした措置2には,将来,外国語教師になろうとす

るものの留学援助計画,ならびに,大学教員や教育行政担当者の交換計画

が述べられているo　企業対象の措置3では,特に,中小企業を対象に職場

に役立つ外国語教育とそのための教材開発計画が述べられているo措置4

では, 16才から25才の職業・技術訓練を受けているものが外国語のコミュ

ニケーション能力を身につけるための交換計画が示されているo

2. 2　問題点

2. 2. 1　EC全体に関して

この計画は,どのようなかたちになるにせよ,統合を目指す一方で,各

国の言語・文化を尊重しようという立場に立っているといえるPosner(1991)

は,望ましい将来のヨーロッパの言語政策を提示しているoその前半のみ

を引用していこうo

(1) It is advisable to maintain the existingmultipiicity of mentalities

even at a time when sOcletieS and civihzations of Europe are

becommg more unified.

(2) Since each specific mentality is strongly supported by the use

of a specific natura1 language, the existing multiplicity of

ianguages in Europe should also be preserved.

(з　The best way of maintaining a culture is to live it, the best way

of preserving a language is to use it. It must become a concern

of every speaker of English to foster wherever possible the use

of Dutch and Danish, Polish and Czech, Itaman and Spanish,

German and French, etc., and vice versa, (p. 133)

POsnerの提案は,ヨーロッパ全体を含んだものであるが,国家語にのみ

言及しており,ウェールズ語,バスク語等そうでない言語には言及してい
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ECの言語政策-英国を中心に-

ない。 Iingua programmeにおいても,対象とされている11か国語は総て国

家語であるo域外の言語は勿論対象外であるoこの点は,宮島・梶田(1991)

でも指摘されているo先にも述べたように少数派言語といっても,この計

画で対象になっているのは,国家語であるアイルランド語とレッツエブル

ブ語であるo従って,土着の小数派言語に対しては,同化政策を取ってい

ると考えられるふしがあるo　一方,域外からの移民は,排除しようという

意図があるととられかねないo　事実, Tollefson (1991)は,以下のよう

に主張しているo

In European states, whose borders partially conform with linguistic

boundaries, this means that language policy controls access to

employment by minorities who have migrated into the states. (p.

208)

小数派の言語に関しては,後の節で詳しく述べることにするが,このよ

うな点から,この計画はEC域内とそれ以外の地域の間に大きな壁をもうけ

ようとする意図が伺えるo Hartly (1992)によれば, Ec議会の出す文書や

コミュニケは,一般に暖味かつ難解であり,真の意図を隠すもくろにがあ

るのではないかということであるo　それにもかかわらず,少数派の同化な

らびに排除政策がこの計画から読み取れるといえようo

さて,ここでEC加盟国総てがこの計画に同調しているかという点に移ろ

う。この計画は,サッチャー首相の猛反対に会い,最初の案では,予算が

2億5千万エキューであったのが, 5千万エキュー削減されたということ

であるo　その結果,このプログラムは当面,大学レベルのみ実行されるこ

とになった　Coulmas (1991)はこの点を以下のように説明しているo

Of the 250 million ECU originally requeste(Hor a period of five years

50 million ECU were slashed at Prime Minister Thatcher s request

who was opposed to the entire programme. From her point of view

she was asked to pay for a programme which benefited her country
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least. As a resuit of her opposition the LINGUA programme was cut

down to operate on the university leve1 only, whereas it had been

planned to cover both schools and higher education institutions, (p.

24)

従って,この計画の完全実施までにはかなり時間がかかるといえようo

また,資金面,文書翻訳面の複雑さ等を理由に, Neldeのように公用語は

英語,ドイツ語,フランス語だけにしたほうが良いという人もいる(2)以上

の点から, EC内志向,いや,各国家語に限っているのだから国家志向とも

いってもよいこの計画の完全実施に関しては,楽観はできないといってよ

いであろうo

2. 2. 2　英国に関して

先に,サッチャー前首相がこの計画に全面的に反対であったことを述べ

たo　そこで,その後,英国ではこの計画に関連してどのようなことが行わ

れているかを見てみようo George (1992)によれば,なお,中等教育レベ

ルまでこの計画を拡げることを拒んでいるということであるoこれを,George

等は,英国が(特に政治家が) Ec統合に積極的ではない証拠の一つとして

挙げ,準独立住宅(semi-detachment house)に愉えているoすなわち,家

は接していても,境界になる壁が厚く,独立していて,隣とはあまり付き

合おうとはしないとしているo

さてここで, Bourne (1991)を主に参考にして,英国ではどのような外

国語教育が行なわれてレくるかをみてみよう(з　Bourneによれば,日本の指

導要領にあたる, NationalCurriculumの草案が1989年に提案されたという

ことであるo　その修正案は, 11才から16才までの中等教育レベルで開講が

許可される言語を二種類にわけている0　-方のグループはオランダ語,デ

ンマーク語,フランス語,ドイツ語,ギリシャ語,イタリア語,ポルトガ

ル語,スペイン語であるo　これらは, ECの作業語であるO　もうー方は,ア
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Ecの言語政策-英国を申し、に-

ラビア語,ベンガル語,中国語,ヒンズー語, -ブル語,日本語,パンジャ

ブ語,ロシア語,トルコ語,ウルド一語からなるo　このリストは国際的な

言語と移民の言語が主であるo　後の検討委員会の提案では,両者のリスト

の境界は取るべきだが,少なくとも,一つのECの作業語は開講すべきであ

るとの提案をしたとのことであるoまた,強制はしないがECの作業語を生

徒が取ることを奨励している。 Stubbs (1991)によると,公立学校で少な

くとも一か国語が必修ということになっているが,このカリキュラムは私

立学校に適用されないo

さて,現状はどうであろう　Bourneによれば,予算不足とスタフ不足の

ため, ECの作業語さえ,フランス語等,一部を除いて満足に教えられてい

ないということであるo　さらに,将来もその可能性は少ないということで

ある　Stubbsにいわせれば, 1988年に施行された教育改革法(Education

Reform Act)の一部として検討されている, National Curriculumにおけ

る外国語教育に関する案もみせかけのものにすぎす,英国における標準英

語至上主義は変わっていないということだ。 Stubbsはこの点を以下のよう

に述べているo

‥.… despite much government rhetoric about increased opportunities

for linguistic diversity, I will conclude pessimistically, that basic

attitudes are unchanged, and that there are major attempts to further

strengthen the dominant position Of Standard English in Britain,

rather than to attempt a more balanced relationship between English

and other languages. (Stubbs, 1991: 215)

しかし,この案は,英語一辺倒の日本の外国語教育よりは遥かに進んで

いるo古くから,土着ならびに移民の少数派言語が国内に存在する英国と,

実際は他言語が存在しても単一日本語民族と思い込んでいるし,また移民

労働者流入の歴史もはるか浅い日本との差が歴然とあらわれているといえ

ようo
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3.少数派言語

3. 1　言語政策

Iinguaprogrammeには,少数派言語を大切にするという点が確かに強調

されているo　しかし,この計画における少数派言語はレッツエブルグ語と

アイルランド語にという国家語に限られるという点は先にみたoそれでは,

その他の少数派の言語を無視しているかといえば,そうともいえないo　そ

こで,少数派言語に対してどのような対策が取られているかを検討するこ

とにするo

Tabburet-Keller (1992:226)によると, 1988年に, 21か国からなるヨー

ロッパ議会(CouncilofEurope)は,オーストリア等も含めた21か国内の

少数派言語に関してのヨーロッパ憲章を採択したとのことである(4)これは,

EC域内よりさらに広い範囲のものであるが,当然ECに関係したものである

といえるo　この憲章は,ヨーロッパ文化の保護と地域言語ならびに少数派

言語の保護をうたっているo　さらに,それらの言語を母語として使用する

権利を認めているo　以下にこの憲章の一部を引用するo

`=l…that some regional or minority languages are in danger of

eventua1 extinction to the detriment of Europe's cultural wealth and

traditions, and therefore they deem it legitimate and neсessary to

take special steps to preserve and develop them.'

`‥… the right of people to express themselves in their regional or

minority language in private and social life is an inalienable right

……' (Tabouret-KeHer., 1992 : 266)

しかし,この憲章はヨーロッパ内の土着の言語のみを対象にしているo

地理的に基盤のない遊牧民族の言語やイデッシュ(Yiddish)にこの憲章が

あてはまるかは疑問である(5)ましてや,ヨーロッパ以外からの移民の言語

は対象外であるo従って,この憲章にもヨーロッパ中心主義がみられる0
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Ecの言語政策-英国を"'d、に-

すなわち,この憲章をみる限りでは,ヨーロッパ以外に対しては壁を作っ

ているo　その他, Alladina andEdwards (1991:26)によればヨーロッパ

伝統地域文化センタ-ち, 1988年にヨーロッパ憲章に似たコメントを出し

ているということだが,これも対象はヨーロバ域内の言語に限定されてい

るoなお,原(1991)には,ECレベルで1981年に採択されたアルフェ・レポー

トのことが論じられているが,これに対しても同様な批判があてはまるo

ところで,たとえヨーロッパ憲章等により土着の少数派言語が保護され

たとしても問題は残るo　例えば,少数派言語が低い評価しか与えられない

場合があるo　萩尾(1991)はバスク語に関して論じているが,それによれ

ば,バスク語が話されている地域では,バスク語は家庭内や日常生活の言

葉として用いられるが,書き言葉,公の言葉はヵステーリア語かフランス

語が用いられるということであるo　すなわち,バスク語が下位語となり,

フランス語が上位語となるというような,いわゆる,ダイグロシア現象が

おきているo　また, Bourne (1991:92)によれば,ウェールズでは公用語

の地位も与えられているウェールズ語にしても差別の対象になっていると

いうことであるoその一例として,イングラントのNationalCurriculumで

はウェールズ語は外国語ではないとして教えるこが望ましい言語に含まれ

ていないことがあげられているoスコツランドのゲ-ル語もしかりであるo

次に, EC域外で話される言語を第-言語にしている移民の言語の場合を

検討する。 UNESCOの1953年の報告では母語教育の大切さが強調されてい

る1977年にこれをうけるような形でCouncil of the European Com-

mumties Directive of 25 July 1977が出されたoこの指令(Directive)は,

移民の子供に彼らの母語教育を行うという趣旨ももって作成されているが,

結局は,移民の母語を捨てさせその国に同化(assimilation, integration)

しようという意図がうかがえる。以下が,その点を示す文脈であるo

Whereas in Order to permit the integration of such children into the

educational environment and the school system of the host state, they
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should be able to receive suitable tuition including teaching of the

language of the host state, …‥ (Hoffmann, 1991: 314)

この指令の第一条(Article 1)では,義務教育レベルの外国人移民の子

息が対象であること,第二条では,親が働いている国の公用語教育を行う

こと,第三条では,移民の出身国の言語と文化に関する教育を行うことが

うたわれているo

さて,ここでこの指令の問題点を検討しようo　まず第一に,この指令は

財政難と一国の教育問題にECが干渉できないためにほとんど実現されてい

ない点があげられるo特に後者の国家の教育政策の独自性を理由に英国と

当時の西ドイツがこれに反対したため,その国の状況と法制にあわせてと

いう但し書きが加えられたとCoulmas (1991:12)はしているo第二に,こ

の指令は具体性がないためにいろいろな解釈はされているという点であるo

先にも述べたように,同化政策的意図があるとされる一方で,出身国ある

いは出身地の言語と文化を教育するのは将来出身国-強制退去させるため

であるという解釈もされているということであるo　この点をAlladinaand

Edwards (1991)は以下のように述べているo

It has been pointed out by some that the raison d'ёtre of the EC

directive may be to facihtate the future repatriation of non-EC

nationaIs to their countries Of origin, (p. 7)

さらに大きな問題は,この指令はEC域内の少数言語を話す人のみに適用

されるという解釈がされることも多いということであるo手元にある文献

をみるとHoffmann (1991)やAlladina and Edwards (1991)はEc域外か

らの移民労働者にも適用されるとしているが, Witte (1992)やTaboureト

Keller (1991)等はEC内の少数言語を話す労働者のみ,あるいは,そうい

う人に主に適用されると解釈しているo例えば, Tabouret-Kellerは,以下

のように述べている0

-- they (Gardner and Gardner (1986)) stress also that the groups
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ECの言語政策-英国を中心に-

of people at whom the Directive is aimed is extremely specific: the

children of EEC nationals who have settled in another EEC country;

Turkish migrants and their children would therefore in theory not

be affected, (p. 48)

もし後者の解釈が正しいとすれば,この指令もEC中心主義的で域外に対

しては,例えばIinguaprogrammeと同じように,壁を作っているといえるo

尚,英国のように,国が教育政策に関する干渉を拒むのは,すべてのEC諸

国には当てはまらないにしても, EC統合の理想とは裏腹に,国民国家志向

性があるためであるo　言語政策のみならず政治体制にもその傾向があると

し, Mann (1993)は結局ECは連邦制ではなく,より各国家間の独立性が

強い形の統合になるであろうとして以下のように述べているo

Thus the political parties are still entirely nationa1 in organization

and almost entirely national in orientation. Even referenda

supposedly about Europe have tended to turn into confidence votes

on the national performance of governments. (p. 126)

Less terntonally and functionaMy unified pohtiCal alternatives seem

more likely than federalism. (p. 129)

ところで,その後EC議会等で, 1980年代に少数派言語に関して色々な決

議等がなされれているが, 1977年の指令と同様の批判があてはまるo以上,

憲章と指令の検討から, EC内には,少なくとも, EC内あるいはヨーロッパ

内志向的な態度がうかがえるo

3. 2　同化政策と多言語主義

ECも含め多くの国では,移民あるいは土着の少数派言語を話す人達に対

して,結局はその国の国語あるいは地域の上位語を話すようにさせるとい

う同化(assimilation)政策がとられているということがよく指摘されるo
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例えば,ウェールズ語を地域によっては公用語と認めている英国に対して

も, Alladina andEdwards (1991)は同様な批判をし,以下のように述べ

ているo

Britain, which closely follows the footsteps of the US in such matters,

is also intorelant of minority languages and works towards

deculturalisation Of those groups and thelr eventua1 Anglicization.

(p.viii)

同書によれば,米国はベトナム難民に対し短期間しかも工場等で働くの

に必要な英語しか教えないということであるo　これは,難民や移民を単純

労働者あるいは二級市民に位置づけようとする同化政策といえるo　そのよ

うな政策を英国も取っていると彼らはしている。 Tollefson (1991)も,国

家は表面的には多言語尊重政策を打ち出しているが,実際は,多くの国は

難民や移民を三級市民に位置づけようとする不平等な政策を取っていると

している。 Borune (1991)も同様の批判をしているo　これらの批判が当を

得たものであるならば,移民・難民を完全に同化し,その国の国民と同じ

地位を与えようとする完全な同化政策と較べはるかに悪質な政策といえるo

受け入れ国も,移民その他の少数派の文化も尊重する政策を統合(integration)

というが(6)言語的には,その少数派の言語を話す人が多数いる地域の学校

でその言語の特徴を説明するぐらいで,この政策は一般的にはあまり行わ

れていないo　いずれにせよ,同化政策は,その対象になった言語の疎外感

を増すだけであるという考えが主流であるo Bloom (1990)は,この点を

言語以外の文化面も含め以下のように述べているo

The direct manipulation of culture, 1anguage or rehgion evokes

alienation rather than identification because as a political activity,

by its very nature, it threatens already made idеntifications. (p. 143)

同化主義に対置されるのが多言語主義であるo　原(1991)によれば,こ

の考えにも二種類あるとのことであるo　一方は多併存で,これは,一国あ
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るいは一地域に多言語が併存するがお互いの交流を拒否するものであるo

他方,個人自身がその地域の言語のバイリンガル以上の使用者になること

を多元的としているo　そして,後者が理想的であるとしているoいずれに

せよ多言語主義は少数派言語保護につながるものである。しかし,多併存

主義を取った場合いわゆるバルカン化(Balkanization)がおこる恐れがあ

るo　すなわち,ある言語を話すグループが勢力を得た場合にそのグループ

が自分たちの言語を押し付けようとする恐れがあるoその場合,現在の旧

ユーゴスラビアのような状態がうまれることが懸念されるo

さて,少数派言語に関しては,言語権(languagerights)がよく問題に

なるo　これはあらゆる人が自分の母語あるいは第一便用言語を自由に使う

権利を保証すべいきだというものであるo例えば, Tollefson (1991)は,

真の民主主義とは,言語権を保証することであるとして以下のように述べ

ているo

The major conclusion to be derived from this analysis of language

poliCy in various countries around the world is that a commitment

to democracy requires a commitment to the struggle for language

rights, (p. 211)

また,マイノリティー研究会編(1992)によれば,国連では, 「民族的,

種族的,宗教的もしくは言語的マイノリティーに属する者の権利に関する

国連宣言草案」が現在検討されているということであるo　その草案の第三

条一項は「マイノリティーに属する者らは,単独でもしくはそのものの属

する集団の他の構成員と協力して,自由に,かつ干渉及びいかなる形態の

差別もなく,自らの宗教を告白及び実践し,並びに,自らの言語を使用す

る権利を有する」となっているとのことであるo　確かに,上で述べられて

いるような権利を保証することは大切なことであるo　しかし,表面的に,

こういう態度が取られても多くの落とし穴があるo　その点を次に検討して

みよう。
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第一の落とし穴は教育面からくるものであるo　たとえ少数派言語話者に

対して母語教育が行われたとしても異なった方言を教えられれば,外国語

教育を受けているのと同じことになるo　この例としてFasold (1992:286)

はヒンズー語とアフリヵの言語の例をあげているo　また,同じ言語でも異

なるレジスター(文体)を教えられては実際上役に立たない場合がでてく

るO　例えば,ある言語の文法ばかりを教えていては,実際のコミュニケー

ションの場面で役に立たないo　さらに大きな問題がでてくるのは言語教育

政策者の言語権を保証するという態度がみせかけだけの場合であるEilich

(1991:204)には,ドイツのある地方では移民労働者の子弟に母語教育が

行われているが,これは将来,これらの人たちの本国送還を容易にするた

めであるとしているo　従って先に述べた同化政策と同様に,言語権を尊重

する,あるいは,尊重するような態度を取っても教育が少数言語の話し手

に対して不平等ならびに差別をうみだす原因になることがあるo　この点を

Tollefson (1991:7)は以下のように述べているo

There is now a large body of data demonstrating that inequalities

among ethnic groups are reproduced through systematic elements

of school.

次の落とし穴は,言語権という理念を或る集団が個人に押し付ける場合

であるo　すなわち受け入れ国に早く溶けこもうとして母語を放棄しようと

する個人もいるという点を考慮に入れなければならない　Edwards (1985)

はこの点を強調しているo　彼はさらに,言語能力を失っても,その言語を

話していた国に対するアイデンティティーあるいはシンボルとしてのその

言語に対する愛着は残るとしアイルランド語の例をあげているoまたFasold(1992)

はフィリピン等には母語ではなく他の言語を教育の言語として選ぶ者がい

るとして以下ように述べているo

There are pienty of mstances in which linguistic minorities, given a

choice, have chosen a language other than their community language
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as a medium of instruction. (p. 290)

従って,言語選択権はあくまで個人レベルで考えるべきで個人の自由意

志にまかせるべきであるo　すなわち個人には言語権のみならず言語放棄権

も認めるべきであるo

さて,EC内の言語問題を少数派の言語の問題と関連づけて考えてみようo

先に検討したように, linguaprogrammeはEC内の国家語のみを対象にして

いるoこの計画ができる前にすでに公文書の9か国語からなる公用語による

翻訳が行われているo　また, DeWitte (1991:165)によれば,食品の商標

もEc内の人が理解できるものにするようにという指令もだされているoし

かし, lingua programmeも含め対象はあくまでEC内の11か国語であり,こ

の計画でいう少数派言語とはあくまでアイルランド語とレッツェブルグ語

のことであるo従って, EC域外に対しては壁を設けているといえるo　さら

に,この計画に,英国のように従わない国もいるo　すなわち,国家の教育

問題に干渉されたくないという立場を取る国が大なり′トなりあるというこ

とであるo　マーストリヒト条約の発効により国家の壁は低くなっていくか

もしれないが,やはり,なお,ここにも壁があるo　また,先に検討した二

つの少数派言語に関する案も, EC内の土着の少数派のみ,あるいは,少な

くともヨーロッパ内のみを対象にしているのではないかという点が文面か

ら読み取れるo　従って,土着の少数派言語と域外からの移民の言語との間

にも壁を設けているといえるo　すなわち,三層の壁が,なお,各国を取り

巻いているといえるoいずれにせよ,少数派言語教育に対するECに取組は

不充分であるという指摘も多いo Hoffmann (1991)もこの点を以下のよ

うに述べているo

Education provision for migrant children has not, in fact, proved to

be high on the list of priorities of any member states. (p. 308)
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3. 3　英国における少数派言語

3. 3. 1英国の現状

英国はIingua programme-の協力に積極的ではないoしかし,土着,あ

るいは, EC域外からの少数派に対して,言語面のみならず多方面にわった

て対策をこうじているo例えば,人種差別撤廃を目指し1965年には人種関

係法が制定されているoまた,梶田(1988)は,英国は文化的多元主義的

傾向があるとして,「イギリスの対応はコミュニティーに問題解決を委ねる

という点で,少数民族の自律性や文化を一部認める結果となっている」と

述べているo言語面でもウェールズ言語法を制定したり,スコットランド

のゲ-ル語が話されている地域では保護策を取っているo　また,移民の言

語に対しても,ロンドンの中心部等の公立学校で移民の母語を教えたり母

語を使った教育が行われている所もあるo

しかし,分田(1992)で取り上げられているハニフード事件にみられる

ように,学校での少数派言語教育に対する根強い反発もあるo　また,一人

前の市民になるには英語それも標準英語を習得すべきだどいう考えも支配

的である。例えば, Bourne (1991)には,先にも述べたNational Curriculum

の検討中に所轄の大臣が,語学教育は標準英語の教育を目指すべきだとし

圧力をかけたということが指摘されているo　その件を以下に引用したo

The Working Group had to bear in mind "the cardinal point that

English should be the first language and medium Of mstruction for

a11 pupils in England (DES, 1988b). There was to be no bilingual

education in England, and it was apparently feIt imnecessary to give

reasons for this position." (Bourne, 1991 : 89)

この,意見に従えば,少数派の言語はいうまでもなく,外国語教育も必

要がないということになるo　これは,明らかに同化政策を是とする考え方

であるo英国の教育制度を批判的に検討したStubbs (1991)も語学教育に

関する色々な提案に同化政策的な面が見られるとしているo　ちなみに,彼
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によれれば,イギリス英語ではbilinguaIという語はblackとpoorを指す娩曲

表現として使われているということであるo以上のことから英国では標準

英語至上主義と多言語主義が共に存在し対立しあっているといえるo

尚,英国に関して注意しなければならないのは,非常に地方分権的であ

るということであるo　例えば,イングランドの教育法とウェールズのそれ

とは異なるということであるoこの点をThomas(1991)は,以下のように

述べているo

According tO the Minister. the phrase national curriculum when used

in England refers to England, when in Waies refers to Wales. (p. 59)

地方分権制はその地方に合った言語政策を取りうるという点では少数言

語保護とつながるといえるo　しかし,梶田(1988)も指摘しているように,

中央政府が地方の問題,例えば,少数派言語の話手の問題を無視する口実

にもなる。

3. 3. 2　土着の少数言語

英国内の少数派の言語に関しては, Alladina and Edwards (1991)その

他に詳しく述べられているので,これらの言語に関係した注目すべき点の

みを取り上げることにするo　まず,英国内で土着の言語であるケルト語派

から検討するo

ウェールズ語は1967年に制定されたウェールズ語法(Welish Language

Act)によりウェールズでは公用語になっている。 Edwards (1991)によれ

ば, 1981年の国政調査では19%の話者がい,ほとんどが英語も話せるバイ

リンガルであるということであるo　従って英国内では最も勢力のある少数

派言語といえるo　しかし,以前ほどあからさまではないが,この言語は英

国内で間接的な差別を受けているoその点をBourne (1991)を参考にし考

えてみようo　ます第一にウェールズ語は,イングランドでは,外国語では

ないとして中等教育で教えるべき言語に含まれていないという点である0
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第二に標準英語至上主義的な理念が背後にあるNationa1 Curriculumが実行

に移されつつあるためであるo　このヵリキュラムはイングランドのみなら

ず,ウェールズではウェールズ語をやってよいということになっているが,

ウェールズにも適用されるので標準英語至上主義が再び強まる恐れがある

とのことであるo

さて,スコットランドのグール語はMaCKinnon (1991)によれば,八万

人の話者がスコットランドとイングランドにいるo特に,スカイ(Skye)

地方と西部諸島に話者が集中しているということであるo　しかし,スカイ

地方でも道路標識に英語と一緒に使われているだけであるということであ

るo教育面でも一部の例外を除いては,中等学校段階まで教えられるだけ

であり,しかも,第二言語として教えられているだけであるということで

あるo

ところで,アイルランド語はアイルランド共和国では公用語で10%から

20%の人が話せるとされているが,母語として話す人(native speaker)は,

Fasold (1992)によれば3%しかいないということである。このような状

態にもかかわらす,アイルランド語は国民の象徴であると考えられているo

この点をとらえ, Edwards (1985)は言語を失っても国民としてのアイデ

ンティティーは残ると主張しているo　それはさておき,英国領になってい

る北アイルランドでは, Hicky (1991:75)によれば, 11%の人がアイルラ

ンド語の知識を持っているというこであるo　しかし,実際に流暢にあらゆ

る場面でアイルランド語を使いこなせる人は,主にカトリック系住民で,

6%しかいないということであるo

北アイルランドでは,毎日のようにカトリック系住民とプロテスタント

系住民との対立抗争が繰り返されている　Todd (1989)によれば,この対

立は住民の使う英語にも反映されているということであるo　労働者階級で

は,発音・語彙のみならず文法的にも異なる構造を使うということであるo

例えば,カトリック系はアイルランド語と似た,名詞を多く含む構文を使
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うことが多いということであるo　もちろん,読む新聞も全く異なるという

ことだが,このような状態が続くようでは,両者の対立抗争は当分おさま

るという期待は持てないo

その他,英国には八万人の「ジプシー」と呼ばれ軽視されてきた人々が

いるo　これらの人はサンスクリット語と関係があるとされているロマニ語

(ROmani)を使うo Hancock (1991)によれば,英国にいるこれらの人々

が最初に習得するのは英語で,そのためか,ロマニ語も現在では英語の変

種のようになってしまっているということであるo

以上の点から,ウェールズ語は公用語として認められてい,かなり安定

して地位にあるといえるo　しかし,ウェールズ語にしてもその地位は脅か

されつつあるoそれは,今回実施されつつあるNationa1 Curriculumは,ス

コットランド等は対象外になっているが,ウェールズには適用されるから

であるo　この地域のみウェールズ語を教えてよいと規定されているが,こ

のカリキュラム背後には,先にも述べたように英語至上主義的な理念があ

るのであるoなおさら,他の上着の少数言語は衰退の方向-向かっているo

土着の少数派言語は,今までは,地方分権的な政策で中央政府に無視され

る傾向にあったが,現在,中央政府の圧力がかかりつつあるといえるo従っ

て,英国は一見多言語・多文化的にみえるが,英語至上主義の圧力がいつ

かかってもおかしくないような状態にあるo　もちろん,アイヌ語をほぼ消

滅させてしまった日本よりは,はるかに進んだ政策を地方にせよ中央にせ

よ英国は取っているといえるがo

3. 3. 3　域外からの移民の言語

Ec域外からも,いろいろな言語を話す人たちが英国に移民等として入っ

てきているo文献によりまちまちだが,ロンドン地域だけでも150以上の言

語が使われていると指摘しているものも多いo　現代の英連邦,あるいは,

旧英連邦から来た人が最も多いが,その他, EC以外のヨーロッパからもか
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なりの人が入ってきているo詳しい説明は,これもAlladina andEdwards

(1991)等で行われているのでここでは少しだけふれることにするo

さて,東欧の言語では,特に,ポーランド語が目立つo　これは,それ以

前からも入って来ているが,一時ロンドンにポーランドの亡命政権があっ

たためである。 1981年の国勢調査では九万人以上のポーランド語を話す人

がいるという結果がでているo彼らは, Muir (1991)によれば,非常に民

族意識が強いということであるo

ところで,特に,顕著なのは,インド亜大陸から入ってきた人たちの言

語であるo　そのなかでも,現在バングラデッシュの公用語になっているベ

ンガル語が特に目立つo　ロンドン中心部の初等・中等の公立学校の20%以

上がこの言語を話す生徒であるo　その他英国にはグジャラト語,ウルド一

請,パンジャブ語を話す人もかなり多いo例えば, Mahandru (1991)によ

れば,シーク教徒の教典に使われているパンジャブ語は四十万の話し手が

いるということであるo　そのため,これらの人々が集中する地域では公文

書や学校の案内書などがパンジャブ語に翻訳されているということであるo

また,コミュニティー内でパンジャブ語の教育も行われているo

上に挙げた言語使用者,いや,ほとんどの少数言語使用者はコミュニティー

を形成しがちであるが, Verma (1991)によれば,ヒンズー語を母語とす

る人はコミュニティーを形成せず,独立的であるということであるo　しか

も,他の集団とは違い,医者,先生,公務員等,中流の職業についている

人が多いということであるo　これらの人は,英語もできるバイリンガルで

あるo　その他,コミュニティーを形成しないのは,シンガポールからの人

たちであるo　これは, °han (1991)によれば,ほとんどの人が英語の変種

を話せるために,イギリス英語の上達が早くすぐ社会に溶け込めるのがそ

の理由であるo

尚,パトワとかアフロ英語クレオール(Afro-Englishcreolе)と呼ばれ

ているカリブ海諸国からきた人々の英語の変種についても述べていく必要
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があるo　これらの人は肌の色が違うためにたとえ英国国籍を持っていても

差別されがちである　Edwards (1989)によれば,この人達は平常は標準

英語に近い英語を使うが,家族に対してとか,教師に反抗する場合等,棉

手に対して疎外感を持つ場合にこのパトワを使うということであるo

まとめると,以下のようなことがいえるo先にも述べたように,人種差

別を禁止する法律を制定したり,英連邦出身者には選挙権を与える等,日

本よりはるかに進んだ政策をEC域外の少数派に対しても英国は取っているo

言語面でも多言語主義の政策を表面的には取っているoしかし, Bourne(1989)

によれば,英国は,多言語・多文化主義の大切さを,英国民に教えるだけ

のもので, EC域外の少数派言語教育と保護を奨励するという態度は取って

いない,ということだo　先にも,見たように,ヒンズー語,ベンガル語等

は新しいヵリキュラムに教えてもよい外国語科目の中に含まれているが,

これらの言語を教えているのは,その言語を話す住民が多くいる地域に限

られているといってもよいo　この点をみると,やはり英国人の主流の位置

をしめる人たちの心の中には,標準英語至上主義が潜んでいるのではない

かということがうかがえるo

4.おわりに

1990年に実施されたIingua programmeをはじめ,少数言語教育に関する

ECの指令等を検討し,次の点が明らかになったといえるo

ます第一に, lingua programmeは少数派言語を大柳こすることを強調し

ているが,対象となるのはECの国家語のみであることがわっかたo従って,

この案はEC域内と域外の間に壁を作るものである1977年の移民の子息に

対する指令にしてもEC内からの移民対象であるという疑いが持たれている

ことも示したo　この点からも, EC内とEc域外との問に壁があるといえるo

また, 1988年のさらに広い範囲でのヨーロッパ21か国で行われた少数言語

に関する決議もヨーロッパ内の言語問題のみを対象にしているo　それ故,
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広い意味でのヨーロッパ内と域外の間にも壁があると考えられるoさらに,

教育の自律性などを強調し, lingua programmeの完全実施を拒否する英国

の態度から,国家の壁も存在するといえるo Ec統合の目的は国家の壁を低

くすることであるが,この壁も,言語教育問題面ではなかなか低くならな

いようだo以上のことから, EC各国, EC圏さらに広い意味でのヨーロッパ

のまわりに三層の壁が取り囲んでいると主張したo

後半では,英国内の言語問題を検討したo　そこでは,ウェールズ語等の

土着の言語とそうでない外来の少数派言語との間にも壁を設けていること

を示したo前半でも, EC,あるいは,さらに広い範囲のヨーロッパにおけ

る政策にも,土着の言語とそうでない言語との問に壁を設けていることが

うかがえることを示した。

さらに,英国に関しては,標準英語至上主義的な考えが背後にあるとい

うこも示した。 Alladina and Edwards (1991)によれば英国で標準英語の

話せる人は10%で, BBCのキャスターのような,容認発音(RP)で話せる

人は, 3%しかいないということであるoまた,全英語圏という点からも,

Kachru (1983)によれば,標準英語の話し手は少数派であるとして,以下

のように述べているo

One interesting aspect of standard English is that in every English-

using community those who habitually use only standard English are

in a minority. (p. 148)

しかし,支配層にいるのは,標準英語の話し手,あるいは,推奨者であ

るo　先に引用したNational CurriCulum担当の大臣の標準英語第一主義的

な意見からもそのことがわかるo　チャールズ皇太子も"正しい"文法の推

奨者といわれているo　これら,標準英語至上主義者の圧力が少数派の言語

政策にかかることは疑う余地もないo　すなわち,英国の少数派に対する言

語面での同化政策はいまだ力が衰えていないo英国ならびにEC圏は,その

長い経験上,日本よりはるかにすぐれた少数派言語に対する対策をこうじ
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ているといえるが,なお,以上のような問題があるといえるo

さて,言語政策面ではEC圏はかなり閉鎖的な態度を取っているというこ

とを指摘したが,その他の面では,圏外の国々を無視してはやっていけな

いo例えば,米国が目指す新世界秩序(NewWorldOrder)のもとで, EC

圏は米国を無視することはできないであろうo　この点をChomsky (1993)

以下のように述べているo

The formation of NATO was in large part motivated by the need "to

integrate Europe and England into an orbit amenable to American

Leadership, 'Leffier observes: "Neither an integrated Europe nor a

united Germany nor an mdependent Japan must be permitted to

emerge as a third force or a neutra1 bioc." (p. 45)

比較的目立つ防衛面では,程度の差はあれ,米国を無視できないであろ

うo　しかし,この報告で示したように,言語政策面では, EC域外を軽視し

ているといえるo　これは,防衛面と較べ,比較的目立たない言語政策面に

EC域内志向という深層心理があらわれたといってもよいであろうo

注

(1) linguaprogrammeは正式にはCouncilDecisionof28July1989-establishing

an action programme tO promote foreign language competence in the

European Community (Lingua) (89/489/EEC)という。尚, EC議会関係

の法令は,電通総研(1993)の訳語に従うことにする。それによると, Regulation

は「規則」, Directiveは「指令」, Decisionは「決定」, Recommendationは

「勧告」となっているo但し　LinguaprogrammeもDecision (決定)であ

るが,これだけは, 「計画」と訳したo

(2) P. H. Neldeは,ベルギーの言語政策論の専門家であるo彼は, 1993年3月米

国サン・アントニオで開催された,異文化コミュニケーション国際会議でこ

のような内容の基調講演を行ったo
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(3)この節でいう英国は,イングランドの場合といったほうがよいかもしれないo

スコットランド等では,これとは異なる,別の政策を取りうるほど英国は地

方分権的な色彩が強いからであるo

(4)この憲章は正式にはEuropean Charter on Regional or Minority Languages

というo

(5) Tabouret-Keller (1992 : 275)参照o

(6)統合(integration)に関しては水野論文を参照されたLO
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